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�愛媛県告示第３９５号
次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８号）

第１条第１項の規定による救急病院でなくなった。

平成３０年４月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３９６号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに宇和島市役所において告示

の日から４月間縦覧に供する。

平成３０年４月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

フジ宇和島店 宇和島市恵美須町二
丁目３番２８号 大規模小売店舗の名称 パルティ・フジ宇和

島 フジ宇和島店 平成２４年
３月１日

平成３０年
３月３０日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに宇和島市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第３９７号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局産

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
告 示

○ 救急病院の撤回…………………………………………………………………………………………………………………………………………（医療対策課）…３１２

○ 大規模小売店舗の変更の届出の概要等（２件）……………………………………………………………………………………………………（経営支援課）…３１２

○ 農用地利用配分計画の認可…………………………………………………………………………………………………………（農政課農地・担い手対策室）…３１３

○ 解除予定保安林…………………………………………………………………………………………………………………………………………（森林整備課）…３１３

○ 保安林の指定施業要件の変更…………………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…３１４

○ 瀬戸内海環境保全特別措置法第５条による特定施設の設置の許可申請の概要……………………………………………………（東予地方局環境保全課）…３１４

○ 建設業者の許可の取消し………………………………………………………………………………………………………………………（中予地方局管理課）…３１８

○ 医師の指定…………………………………………………………………………………………………………………………………（福祉総合支援センター）…３１８

名 称 所 在 地 開 設 者 名

今治セントラル病院 今治市松本町２丁目６番地６ 医療法人杏風会

毎週（火・金）曜日発行 第２９６７号 平成３０年４月１７日

平成３０年４月１７日火曜日 第２９６７号

愛 媛 県 報
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�愛媛県告示第３９８号
平成３０年３月９日に農地中間管理機構公益財団法人えひめ農林漁

業振興機構から認可申請のあった農用地利用配分計画を、農地中間

管理事業の推進に関する法律（平成２５年法律第１０１号）第１８条第１

項の規定に基づき認可した。

平成３０年４月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 農用地利用配分計画の概要

賃借権の設定等を受ける者 賃借権の設定等を受ける土地

氏名又は名称 住 所 所在及び地番 面積（�）

大 北 吉 直 愛媛県東温市牛渕５７
４番地

愛媛県東温市牛渕字
二本木１２２３番１ １，４０２

酒 井 優 行 愛媛県伊予市稲荷２４
０番地

愛媛県伊予市稲荷字
池ノ内甲２２２番１ほ
か１筆

４，２０６

２ 認可年月日

平成３０年４月９日

�������
�愛媛県告示第３９９号
次の保安林を解除予定保安林にしたから、森林法（昭和２６年法律

第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成３０年４月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１� 解除予定保安林の所在場所

松山市門田町丙１９３番７（次の図に示す部分に限る。）、丙

１９３番８

� 保安林として指定された目的

魚つき

� 解除の理由

道路用地とするため

２� 解除予定保安林の所在場所

松山市門田町丙１９３番７（次の図に示す部分に限る。）、丙

１９３番３、丙１９３番４、丙１９３番６

� 保安林として指定された目的

魚つき

� 解除の理由

業経済部産業振興課商工観光室並びに宇和島市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成３０年４月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

フジ宇和島店 宇和島市恵美須町二
丁目３番２８号 駐車場の位置及び収容台数 １４５台 ９７台 平成３０年

１１月２１日
平成３０年
３月３０日

駐輪場の位置及び収容台数 ７８台 ８２台

荷さばき施設の位置及び面積 ８３．０５� １６７�

廃棄物等の保管施設の位置及
び容量 ４７．９８� ２５．７０�

大規模小売店舗において小売
業を行う者の開店時刻及び閉
店時刻

午前９時から午後１１
時まで

午前７時から午後１２
時まで

来客が駐車場を利用すること
ができる時間帯

午前８時４５分から午
後１１時１５分まで

午前６時３０分から午
前０時３０分まで

駐車場の自動車の出入口の数
及び位置 ４箇所 ３箇所

荷さばき施設において荷さば
きを行うことができる時間帯

午前７時から午後５
時まで

荷さばき施設１
午前６時から午後１０
時まで
荷さばき施設２
午前０時３０分から午
前６時３０分まで

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに宇和島市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

愛 媛 県 報平成３０年４月１７日 第２９６７号

３１３



指定理由の消滅

（「次の図」は、省略し、その図面を愛媛県庁及び松山市役所に

備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第４００号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の２第１項の規定により、

次のように保安林の指定施業要件を変更する。

平成３０年４月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所

西条市大保木字平野丙５０の２、丙５０の５から丙５０の７まで、字

大桧丁１８の１、丁２１、丁２４の１、字恵己４７の２、己４８、己５０から

己５２まで、己５４から己５６まで、己５８の１、己６０

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

変更しない。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び西条

市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第４０１号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県西条保健所及び

西条市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成３０年４月１７日

愛媛県西条保健所長 武 方 誠 二

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

株式会社河上工芸所

西条市今在家８４９－３

代表取締役 三宅 弘夫

２ 事業場の名称及び所在地

株式会社河上工芸所

西条市今在家８４９－３

３ 特定施設に関する事項

� �２染色機

� �３のり抜き機

� �４のり抜き機

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．８～７．８

最大 ５．８～８．２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０

最大 ２８

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ４０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．３

最大 ２

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．８

最大 ２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２５

最大 ３７

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。以下「政令」という。）別表第
１第１９号ト 染色施設

特 定 施 設 の 能 力 １回当たり２００キログラム処理（生地）

設 置 年 月 日 平成１２年１月１日

特定施設の使用時間間隔 間 欠

特定施設の１日当たりの使用
時間 ８時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特 定 施 設 の 種 類 別表第１第１９号リ のり抜き施設

特 定 施 設 の 能 力 １回当たり１２０キログラム処理（生地）

設 置 年 月 日 平成２６年１２月１日

特定施設の使用時間間隔 間 欠

特定施設の１日当たりの使用
時間 ８時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．８～７．８

最大 ５．８～８．２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０

最大 ２８

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ４０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．３

最大 ２

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．８

最大 ２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２０

最大 ２７

特 定 施 設 の 種 類 別表第１第１９号リ のり抜き施設

特 定 施 設 の 能 力 １回当たり１５０キログラム処理（生地）

愛 媛 県 報平成３０年４月１７日 第２９６７号
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� �５のり抜き機

� �６絞り機

� �７のり抜き機

設 置 年 月 日 平成２８年６月１日

特定施設の使用時間間隔 間 欠

特定施設の１日当たりの使用
時間 ８時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．８～７．８

最大 ５．８～８．２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０

最大 ２８

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ４０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．３

最大 ２

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．８

最大 ２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２５

最大 ３７

特 定 施 設 の 種 類 別表第１第１９号リ のり抜き施設

特 定 施 設 の 能 力 １回当たり６０キログラム処理（生地）

設 置 年 月 日 平成２８年６月１日

特定施設の使用時間間隔 間 欠

特定施設の１日当たりの使用
時間 ８時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．８～７．８

最大 ５．８～８．２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０

最大 ２８

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ４０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．３

最大 ２

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．８

最大 ２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ５

最大 ６．５

特 定 施 設 の 種 類 別表第１第１９号ハ 原料浸せき施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり５０キログラム処理（生地）

設 置 年 月 日 平成４年８月１日

特定施設の使用時間間隔 間 欠

特定施設の１日当たりの使用
時間 ８時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．８～７．８

最大 ５．８～８．２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０

最大 ２８

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ４０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．３

最大 ２

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．８

最大 ２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ０．１

最大 ０．５

特 定 施 設 の 種 類 別表第１第１９号リ のり抜き施設

特 定 施 設 の 能 力 １回当たり１００キログラム処理（生地）

設 置 年 月 日 平成２３年７月１日

特定施設の使用時間間隔 間 欠

特定施設の１日当たりの使用
時間 ８時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．８～７．８

最大 ５．８～８．２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０

最大 ２８

愛 媛 県 報平成３０年４月１７日 第２９６７号
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� �８のり抜き機

� �９のり抜き機

� �１０のり抜き機

� �１１のり抜き機

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ４０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．３

最大 ２

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．８

最大 ２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １０

最大 １６

特 定 施 設 の 種 類 別表第１第１９号リ のり抜き施設

特 定 施 設 の 能 力 １回当たり１００キログラム処理（生地）

設 置 年 月 日 平成２３年７月１日

特定施設の使用時間間隔 間 欠

特定施設の１日当たりの使用
時間 ８時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．８～７．８

最大 ５．８～８．２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０

最大 ２８

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ４０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．３

最大 ２

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．８

最大 ２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １０

最大 １６

特 定 施 設 の 種 類 別表第１第１９号リ のり抜き施設

特 定 施 設 の 能 力 １回当たり１００キログラム処理（生地）

設 置 年 月 日 平成２５年９月１日

特定施設の使用時間間隔 間 欠

特定施設の１日当たりの使用
時間 ８時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．８～７．８

最大 ５．８～８．２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０

最大 ２８

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ４０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．３

最大 ２

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．８

最大 ２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １０

最大 １６

特 定 施 設 の 種 類 別表第１第１９号リ のり抜き施設

特 定 施 設 の 能 力 １回当たり２２キログラム処理（生地）

設 置 年 月 日 平成２５年９月１日

特定施設の使用時間間隔 間 欠

特定施設の１日当たりの使用
時間 ８時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．８～７．８

最大 ５．８～８．２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０

最大 ２８

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ４０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．３

最大 ２

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．８

最大 ２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２．５

最大 ３．５

特 定 施 設 の 種 類 別表第１第１９号リ のり抜き施設
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４ 汚水等の処理施設に関する事項

� �１２排水処理施設①

� �１２排水処理施設②

特 定 施 設 の 能 力 １回当たり１８キログラム処理（生地）

設 置 年 月 日 平成２３年７月１日

特定施設の使用時間間隔 間 欠

特定施設の１日当たりの使用
時間 ８時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．８～７．８

最大 ５．８～８．２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０

最大 ２８

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ４０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．３

最大 ２

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．８

最大 ２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２．５

最大 ３．５

汚染状態の

値

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １００

最大 ２３０

通常 １０

最大 ２８

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４０

最大 ５０

通常 １０

最大 １２

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．６

最大 ２．５

通常 １．３

最大 ２

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．０

最大 ２．５

通常 ０．８

最大 ２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２９７．１

最大 ３９０

通常 ２９７．１

最大 ３９０

備考 汚水等は、�１２排水処理施設②に送水する。

設 置 年 月 日 昭和６３年１０月３０日

処 理 施 設 の 種 類 生物処理及び化学処理

処 理 施 設 の 型 式 活性汚泥、凝集

処 理 施 設 の 構 造 コンクリート製、鉄製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法
縦５，８００ミリメートル
横３９，８１９ミリメートル
高さ５，５００ミリメートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり３９０立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 生物処理及び化学処理

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ５．８～１０．５

最大 ５．８～１１．０

通常 ５．８～１０．５

最大 ５．８～１１．０

設 置 年 月 日 昭和６３年１０月３０日

処 理 施 設 の 種 類 化学処理

処 理 施 設 の 型 式 ｐＨ調整

処 理 施 設 の 構 造 コンクリート製、鉄製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法
縦１，４００ミリメートル
横８，１１９ミリメートル
高さ２，２００ミリメートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり３９０立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 化学処理

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ５．８～１０．５

最大 ５．８～１１．０

通常 ５．８～７．８

最大 ５．８～８．２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０

最大 ２８

通常 １０

最大 ２８

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 １２

通常 １０

最大 １２

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．３

最大 ２

通常 １．３

最大 ２

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．８

最大 ２

通常 ０．８

最大 ２

愛 媛 県 報平成３０年４月１７日 第２９６７号

３１７



��������������

��������������

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

� �１２排水口

�愛媛県告示第４０２号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成３０年４月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４０３号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により、次のように医師の指定をした。

平成３０年４月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２９７．１

最大 ３９０

通常 ２９７．１

最大 ３９０

備考 汚水等は、�１２排水口より排水する。

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 １２

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．３

最大 ２

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．８

最大 ２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２９７．１

最大 ３９０

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．８～７．８

最大 ５．８～８．２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０

最大 ２８

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２９）第１２６５５号 平成２９年
５月２５日 �城南設備 藤岡 玲路 松山市上野町甲７４－１ 平成３０年

３月６日
土木工事業
とび・土工工事業
水道施設工事業

建設業の廃止
（一部）

（般－２７）第１０３３６号 平成２７年
１１月９日 �共同建設工業 西岡 正起 松山市勝岡町２２１ 平成３０年

３月７日

建築工事業、大工工事業
屋根工事業
タイル・れんが・ブロック
工事業
内装仕上工事業

建設業の廃止
（一部）

（般－２４）第１６２６２号 平成２５年
３月１９日 �宮内配管工事 宮内 正幸 松山市余戸東３－１－６ 平成３０年

３月８日
土木工事業
管工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

（般－２９）第１７０４９号 平成２９年
８月７日 大野組 大野 隆敏 松山市北井門１－１１－１９ 平成３０年

３月９日
大工工事業
とび・土工工事業

建設業の廃止
（法人成り）

（般－２８）第１７７６３号 平成２８年
８月１６日 テック溶工� 相原千代美 松山市�万ノ台１－２ 平成３０年

３月１４日 管工事業 建設業の廃止

（般－２９）第１０６９８号 平成２９年
１１月２９日 西浦建築設計工房 西浦 敏晴 松山市森松町６４８－８ 平成３０年

３月１５日 建築工事業 建設業の廃止

診断する身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療 所 の 名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 指定年月日

そ し ゃ く 機 能 障 害 耳鼻いんこう
科

一般財団法人積善会
十全総合病院 宮 本 佳 人 新居浜市北新町１番５号 平成

３０年４月１日

聴覚・平衡・音声、言語・そし
ゃく機能障害

耳鼻いんこう
科

一般財団法人積善会
十全総合病院 上 甲 智 規 新居浜市北新町１番５号 平成

３０年４月１日

平成３０年４月１７日 発行
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